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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水との接触により架橋反応を起こして高分子化する熱可塑性樹脂１００重量部に対して
水硬性組成物を２００～９００重量部配合してなる熱可塑性水硬性組成物を用いて未硬化
成形体とし、該未硬化成形体に水分を導入して硬化させて得られることを特徴とする熱可
塑性水硬性組成物の成形体。
【請求項２】
　請求項１記載の成形体において、水硬性組成物は、水硬性粉体のみからなることを特徴
とする熱可塑性水硬性組成物の成形体。
【請求項３】
　請求項１記載の成形体において、水硬性組成物は、水硬性粉体と非水硬性粉体とからな
ることを特徴とする熱可塑性水硬性組成物の成形体。
【請求項４】
　請求項1～３いずれかの項記載の成形体において、水との接触により架橋反応を起こし
て高分子化する熱可塑性樹脂は、シラン基を含有することを特徴とする熱可塑性水硬性組
成物の成形体。
【請求項５】
　請求項４記載の成形体において、水との接触により架橋反応を起こして高分子化する熱
可塑性樹脂は、シラン変性ポリオレフィン重合体であることを特徴とする熱可塑性水硬性
組成物の成形体。
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【請求項６】
　請求項1～５いずれかの項記載の成形体において、更に強化材を含有することを特徴と
する熱可塑性水硬性組成物の成形体。
【請求項７】
　水との接触により架橋反応を起こして高分子化する熱可塑性樹脂１００重量部に対して
水硬性組成物を２００～９００重量部配合してなる熱可塑性水硬性組成物を所定の形状に
成形して未硬化成形体を成形し、次いで該未硬化成形体に水分を導入して硬化させること
を特徴とする、熱可塑性水硬性組成物の成形体の製造方法。
【請求項８】
　請求項７記載の成形体の製造方法において、未硬化成形体の成形を射出成形又は押出成
形又は加圧成形により実施することを特徴とする、熱可塑性水硬性組成物の成形体の製造
方法。
【請求項９】
　請求項７または８記載の成形体の製造方法において、水硬性組成物は、水硬性粉体のみ
からなることを特徴とする熱可塑性水硬性組成物の成形体の製造方法。
【請求項１０】
　請求項７または８記載の成形体において、水硬性組成物は、水硬性粉体と非水硬性粉体
とからなることを特徴とする熱可塑性水硬性組成物の成形体の製造方法。
【請求項１１】
　請求項７～１０いずれかの項記載の成形体の製造方法において、水との接触により架橋
反応を起こして高分子化する熱可塑性樹脂は、シラン基を含有することを特徴とする熱可
塑性水硬性組成物の成形体の製造方法。
【請求項１２】
　請求項１１記載の成形体の製造方法において、水との接触により架橋反応を起こして高
分子化する熱可塑性樹脂は、シラン変性ポリオレフィン重合体であることを特徴とする熱
可塑性水硬性組成物の成形体の製造方法。
【請求項１３】
　請求項７～１２いずれかの項記載の成形体の製造方法において、更に強化材を含有する
ことを特徴とする熱可塑性水硬性組成物の成形体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、熱可塑性水硬性組成物の成形体及び該成形体の製造方法に関し、特に、優れ
た機械的特性、耐熱性、寸法安定性、成形性を有し、複雑な形状の成形体を容易に製造す
ることができる熱可塑性水硬性組成物の成形体及び該成形体の製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来から機械部品材料としては、その優れた材料特性を生かして金属材料が幅広く利用さ
れているが、近年は焼結セラミックス、プラスチック等の非金属材料も多く機械部品に利
用されるようになっている。
さらに、機械部品等に対する多様なニーズの高まりに伴って、新たな特性を有する機械部
品に適用する技術の開発が期待されている。
【０００３】
このような要望に応えるために、本発明者らは種々研究を行い、水硬性粉体と、水硬性粉
体の平均粒子径よりも１桁以上小さい平均粒子径を有する非水硬性粉体、加工性改良材、
成形性改良剤とを組み合わせた水硬性組成物を加圧成形、押出成形することにより紙送り
ローラー部品等の機械部品への適用が可能であることを見出し、すでに特許出願を行った
。（特開２０００－７４１１、特開２０００－７１７９、特開２００１－５８７３７）。
【０００４】
しかしながらこれらの水硬性組成物および成形体は、単純形状の機械部品への適用は容易
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であるものの、複雑な形状を有する機械部品への適用は困難であった。
従って、種々の機械部品の広範な用途への使用に用いることは難しかった。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明の目的は、上記問題点を解決し、優れた機械的特性、耐熱性、寸法安定性及び成
形性を有し、複雑な形状の成形体を製造することを可能とする、熱可塑性水硬性組成物の
成形体及び該成形体の製造方法を提供することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記課題を達成すべく研究を重ねた結果、水との接触により架橋反応を起
こして高分子化する熱可塑性樹脂を含有する熱可塑性水硬性組成物は、成形性、特に射出
成形性に優れたものであり、また、前記熱可塑性水硬性組成物を成形、特に射出成形した
後、養生硬化させて得られる成形体は、通常の熱可塑性樹脂を使用した成形体よりも、は
るかに高強度であり、しかも優れた機械的物性、熱的物性、加工性を有し、また複雑な形
状を再現することができることを見出し、本発明に到達した。
【０００７】
　本発明の熱可塑性水硬性組成物の成形体は、水との接触により架橋反応を起こして高分
子化する熱可塑性樹脂１００重量部に対して水硬性組成物を２００～９００重量部配合し
てなる熱可塑性水硬性組成物を用いて未硬化成形体とし、該未硬化成形体に水分を導入し
て硬化させて得られることを特徴とする。
【０００８】
　好適には、上記成形体において、水硬性組成物は、水硬性粉体のみからなることを特徴
とし、または上記成形体において、水硬性組成物は、水硬性粉体と非水硬性粉体とからな
ることを特徴とする。
【０００９】
　更に好適には、上記成形体において、水との接触により架橋反応を起こして高分子化す
る熱可塑性樹脂は、シラン基を含有することを特徴とする。特に、水との接触により架橋
反応を起こして高分子化する熱可塑性樹脂は、シラン変性ポリオレフィン重合体であるこ
とを特徴とする。
【００１０】
　また更に好適には、上記成形体において、更に強化材を含有することを特徴とし、特に
その配合割合は、上記水硬性組成物１００重量部に対して、前記強化材を１～１００重量
部を含有することが望ましい。
【００１１】
　本発明の熱可塑性水硬性組成物の成形体の製造方法は、水との接触により架橋反応を起
こして高分子化する熱可塑性樹脂１００重量部に対して水硬性組成物を２００～９００重
量部配合してなる熱可塑性水硬性組成物を所定の形状に成形して未硬化成形体を成形し、
次いで該未硬化成形体に水分を導入して硬化させることを特徴とする。
　好適には、前記成形体の製造方法において、未硬化成形体の成形を射出成形又は押出成
形又は加圧成形により実施することを特徴とする。
【００１２】
【発明の実施の形態】
　本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物は、水との接触により架橋反応を起こして高分子
化する熱可塑性樹脂及び水硬性組成物からなる。
【００１３】
前記水硬性組成物と水との接触により架橋反応を起こして高分子化する熱可塑性樹脂との
配合割合は、前記熱可塑性樹脂の変性率および架橋の程度により、また当該熱可塑性水硬
性組性物の成形性によっても変化するが、上記水との反応により架橋反応が進行して硬化
する熱可塑性樹脂１００重量部に対して水硬性組成物を２００～９００重量部、特に好適
には５５０～７５０重量部の量で用いることが望ましい。２００重量部未満であると、得
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られる成形体強度が低下し、９００重量部を超えると熱可塑性水硬性組成物中の熱可塑性
樹脂の配合量が減ることから成形性が低下して望ましくない。
【００１４】
　本発明に使用する熱可塑性水硬性組成物に用いる熱可塑性樹脂とは、水との接触により
架橋反応が進行して硬化する樹脂であって、加熱により成形できる程度まで可塑性が得ら
れる樹脂を意味し、好適にはシラン基をその内部に含有する熱可塑性樹脂を使用すること
ができる。
　前記水との接触により架橋反応を起こし、高分子化する熱可塑性樹脂には、例えば、シ
ラン変性ポリオレフィン重合体が用いられ、当該シラン変性ポリオレフィンには、低密度
ポリエチレン、高密度ポリエチレン、ポリプロピレンやポリ４メチルペンテン等の重合体
で、その内部にシラン基を有するシラン変性ポリマーが含まれ、本発明においては、これ
らを１種又はそれ以上で用いることができる。
【００１５】
当該熱可塑性樹脂は、射出成形、押出成形、加圧成形等の種種の成形に使用できるもので
あるが、特に射出成形に好適に使用することができる。
また、好適には、当該熱可塑性樹脂は、熱可塑性水硬性組成物の成形性をより優れたもの
とするため、分子量は５０００以上であることが望ましい。なお、その上限については、
分子量が大きくなると混練性に大きく影響するため、混練性に影響を与えない範囲で適宜
選択設定することが好ましい。
【００１６】
　また、本発明に使用する熱可塑性水硬性組成物に用いる水硬性組成物は、水硬性粉体の
みからなることができる。
　ここで、水硬性粉体とは、水によって硬化する粉体を意味し、好ましくはポルトランド
セメント、珪酸カルシウム、カルシウムアルミネート、カルシウムフルオロアルミネート
、カルシウムサルフォアルミネート、カルシウムアルミノフェライト、リン酸カルシウム
、半水又は無水石膏及び自硬性を有する生石灰の粉体からなる群より選ばれた少なくとも
一種類の粉体が使用される。
【００１７】
前記水硬性粉体の粒径等は特に制限されないが、成形時の可使時間ならびに得られる成形
体の強度の点から、平均粒径１０～４０μｍ程度のものが好ましく、また、成形体の高強
度を確保する点から、ブレーン比表面積が２５００ｃｍ２／ｇ以上であることが好ましい
。
【００１８】
また、本発明に用いる水硬性組成物は、上記水硬性粉体のほかに、非水硬性粉体を含有し
てなることもできる。
当該非水硬性子粉体は、単体では水と接触しても硬化することがない粉体を意味するが、
アルカリ性若しくは酸性状態、あるいは高圧蒸気雰囲気においてその成分が溶出し、他の
既溶出成分と反応して生成物を形成する粉体も含む意である。
【００１９】
非水硬性粉体としては、水酸化カルシウム粉末、二水石膏粉末、炭酸カルシウム粉末、ス
ラグ粉末、フライアッシュ粉末、珪石粉末、粘土粉末及びシリカヒューム粉末からなる群
より選ばれた少なくとも一種類の粉体を好適に用いることができる。
これらの非水硬性粉体は、本発明の熱可塑性水硬性組成物中において、ポゾラン反応もし
くはマイクロフィラー効果により、強度を増進する機能を有する。
【００２０】
また、熱可塑性水硬性組成物を成形する際、特に複雑な形状に成形する際には、その性状
が流動性に富むことが、成形性を容易にする要因であり、このためには前記非水硬性粉体
の４０～６０重量部が５～２０μｍの球状粒子で構成されていることが流動性を高める有
効な手段であり、特に好ましい。
【００２１】
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かかる非水硬性粉体は、上記水硬性粉体と非水硬性粉体との混合粉体である水硬性組成物
中、０～８０重量％、特に好適には５０～７０重量％含有されることが好ましい。これは
、８０重量％を超えて、水硬性組成物中に非水硬性粉体が含有されると、成形体強度、Ｈ
ＤＴの低下、線膨張係数が温度依存を受けることとなり好ましくない。
【００２２】
　好ましくは、本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物の耐衝撃性、強度、特に引張強度を
改善するため、本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物には強化材が含有されることが望ま
しい。
　当該強化材としては、例えばガラス繊維、カーボン繊維、アラミド繊維等の繊維および
チタン酸カリウムウィスカー等の強化繊維が使用できる。
　好適には強化繊維の長さは１～２０ｍｍ、より好適には３～１３ｍｍであり、また太さ
は５～３０μｍであることが、熱可塑性水硬性組成物の調製の容易さ及び、得られる熱可
塑性水硬性組成物の成形性の点から好ましい。
【００２３】
当該強化材の添加量については、前記熱可塑性樹脂１００重量部に対して、１～１００重
量部を添加することが好ましく、５～７０重量部を添加することがより好ましい。１００
重量部より多いと流動性への影響が大きく成形不良の原因となる。
【００２４】
　本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物を調製するには、水との接触により架橋反応を起
こして高分子化する上記熱可塑性樹脂と上記水硬性組成物と、更に必要に応じて添加され
る強化材とを、上記した割合で混合して調製する。混合方法については、特に限定はなく
、これらの成分を均一に混合できればよい。
【００２５】
　次いで、得られた熱可塑性水硬性組成物を用いて、成形体を製造することができる。
　本発明に係る成形体は、上記熱可塑性水硬性組成物を所定の形状に成形し、未硬化成形
体を得た後、次に得られた成形体に水分を導入することにより養生硬化させることによっ
て製造するものである。
【００２６】
具体的には、成形方法としては、射出成形法、押出成形法、加圧成形法等を用いることが
できるが、これらに限定されるものではなく、公知の熱可塑成形法を利用することができ
る。
【００２７】
　射出成形を用いる場合には、上記熱可塑性水硬性組成物に含まれる熱可塑性樹脂の軟化
点温度以上の温度で熱可塑性水硬性組成物を溶融混練することにより、例えばペレット状
に成形し、これを射出成形用の原料として用いることが好ましい。
【００２８】
前記ペレット状原料は、射出成形機内部の過熱シリンダ内で再び溶融・混練されて、射出
装置によって所望する形状の金型内に充填され、未硬化成形体を得る。
【００２９】
一般に、水硬性組成物は水によって流動性が得られるが、脱型には長時間が必用であり、
射出成形等の成形は不可能である。また、水硬性組成物と水が接触した場合には水和反応
が進行して硬化するため、成形不良品等のリサイクルは不可能となる。
【００３０】
　しかしながら、上記したように、本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物は、水を使用せ
ずに熱可塑性水硬性組成物に形状を付与し、短時間での脱型を実現し、さらに成形段階で
は水を使用しないものであるため、熱可塑性水硬性組成物の水和反応は開始されず、養生
前であれば何度でもリサイクルすることが可能である。
【００３１】
次いで、得られた未硬化成形体の成形時には、水を使用していないことから、成形後に水
分の供給を行う必要がある。
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【００３２】
当該成形体に、水分を供給する養生方法としては、特に限定されず、公知の方法を用いる
ことができるが、養生は２０～１８０℃で３時間以上行うことが好ましい。養生方法とし
ては、例えば、常圧蒸気養生、高圧蒸気養生及び熱水養生からなる群より選ばれる少なく
とも1種の養生方法を用いることができるが、好ましくは常圧蒸気養生、高圧蒸気養生ま
たは熱水養生等の養生法を単独で行うか、あるいは常圧蒸気養生と熱水養生との組合せ、
あるいは高圧蒸気養生と熱水養生との組合せにより行うことができる。特に、本発明にお
いては加圧条件下における熱水養生が好ましい
【００３３】
　本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物に含有される熱可塑性樹脂は、水との接触により
架橋反応が進行し硬化し、また、水硬性粉体も水との接触により水和反応が進行するので
、水和養生の段階では共に水の存在下で同時に硬化が進行することとなり、成形体中で両
者が強固なマトリックスを形成し、従来の高分子樹脂を含有した水硬性組成物成形体には
存在しない、より高強度な成形体が得られることとなる。
【００３４】
【実施例】
本発明を、次の実施例、比較例及び試験例に基づき詳細に説明する。
〈実施例１～９、比較例1～３〉
表1に示す配合割合に従って、水硬性粉体としてポルトランドセメント（平均粒径２０μ
ｍ、商品名：普通ポルトランドセメント、住友大阪セメント株式会社製）、非水硬性粉体
としてフライアッシュ（平均粒径１０μｍ、球状粒子、商品名：中部フライアッシュ、株
式会社中部テクノ製）、シリカヒューム（平均粒径０．２μｍ、商品名：マイクロシリカ
、ＳＫＷ株式会社製）、炭酸カルシウム（商品名：カルペットＡ、日東粉化工業株式会社
製）、熱可塑性樹脂としてシラン変性ポリエチレン樹脂（商品名：モルデックス、住友ベ
ークライト株式会社製）またはポリエチレン樹脂（商品名：サンテック、旭化成株式会社
製）またはポリプロピレン樹脂（商品名：スミコンＦＭ、住友ベークライト株式会社製）
、更に強化材としてカーボン繊維（商品名：Ｃ６－Ｓ、東邦テナックス株式会社製）を添
加して、熱可塑性水硬性組成物を調製した。得られた熱可塑性水硬性組成物をニーダー混
練機（商品名：ラボブラストミル、東洋精機製作所株式会社製）にて２２０℃で４５分間
混合して、ペレットを得た。
【００３５】
次にこのペレットを使用して、長さ１２０ｍｍ×幅１０ｍｍ×厚み３ｍｍの射出成形品を
得た。得られた各未硬化成形体を熱水養生（１６０℃、１２時間）を行い、それぞれ成形
体を製造した。
【００３６】
＜試験例１＞
得られた各成形体の曲げ強度、荷重たわみ温度および線膨張係数について下記の試験を行
い、その結果も表１に示す。
＜試験方法＞
１）曲げ強度・・・ＪＩＳ　Ｋ　７１７１準拠法で行った。
【００３７】
２）ＨＴＤ試験（荷重たわみ温度試験）・・・ＪＩＳ　Ｋ　７１９１－２　Ａ法準拠で行
った。
得られた長さ１２０ｍｍ、幅１０ｍｍ、厚さ３ｍｍの上記各成形体を距離１００ｍｍの支
点間に支持し、中心部上方より１．８ＭＰａの曲げ応力をかけた状態で一定速度で昇温し
、標準たわみ量に到達したときの温度の荷重たわみ温度とした。
【００３８】
３）線膨張係数・・・ＡＳＴＭ　Ｄ－６４８準拠法で行った。
得られた上記各成形体をφ３×２０ｍｍの試験片とし、熱応力歪み測定装置（商品名；Ｔ
ＭＡ／ＳＳ：セイコーインスツルメント株式会社製）を使用して、３０～８０℃の温度域
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で線膨張係数を測定した。
【００３９】
【表１】

【００４０】
　上記結果から、実施例１～９の成形体は、曲げ強度、ＨＤＴ、線膨張係数において優れ
た物性を発現することが確認できた。
【００４１】
比較例１は、成形体中の熱可塑性樹脂の割合を実施例１と同一とし、水硬性粉体を含有し
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物性が低下していることがわかる。
【００４２】
また、比較例２及び３は、使用した熱可塑性樹脂が、水との接触により架橋反応を起こし
て高分子化しない樹脂の場合に得られた成形体の例であり、配合割合が同一条件である実
施例１は、これらの比較例２及び３よりも、曲げ強度で約３倍の値を示している。
【００４３】
実施例１および２でも明らかなように、球状粒子であるフライアッシュを非水硬性粉体の
４０～６０重量％の割合で配合したものは流動性が向上し、射出成形時の成形性が良好と
なる。
【００４４】
〈実施例１０～１８、比較例４～６〉
表２に示す配合割合に従って、上記実施例１と同様にして、熱可塑性水硬性組成物を調製
した。得られた熱可塑性水硬性組成物をホットロールを用いて２２０℃で４５分間、加熱
混練して、ペレットを得た。
【００４５】
次にこのペレットを使用して長さ１２０ｍｍ×幅１０ｍｍ×厚み３ｍｍの射出成形品を得
た。得られた未硬化成形体を常圧蒸気養生（１００℃、１２時間）を行い、成形体を製造
した。
【００４６】
＜試験例２＞
得られた各成形体の曲げ強度、荷重たわみ温度および線膨張係数について上記試験例１と
同様の試験を行い、その結果も表２に示す。
【００４７】
【表２】
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【００４８】
　上記結果から、実施例１０～１８の成形体は、比較例４～６で得られた成形体と比べて
、曲げ強度、ＨＤＴ、線膨張係数において優れた物性を発現することができる。
　また、常圧蒸気養生（１００℃、１２時間）を用いて養生硬化を行っており、必用十分
な機械的強度が得られていることが確認できる。
【００４９】
【発明の効果】
　以上、説明したように、本発明に用いる熱可塑性水硬性組成物は、優れた機械的特性、
耐熱性、寸法安定性及び成形性を有し、複雑な形状の機械部品を製造することを可能とす
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　さらに、上記本発明の熱可塑性水硬性組成物の成形体は、高強度等の優れた機械的特性
、耐熱性、寸法安定性を有し、複雑な形状の成形体を製造することができる。
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